占冠村宿泊税管理システム業務仕様書

１　業務名
　　占冠村宿泊税管理システム業務

２　業務の履行期間
　　契約締結日の翌日から令和８年１２月１８日

３　業務の履行場所
　　占冠村総務課

４　業務の目的
　　本村において令和８年４月から宿泊税を導入。今後、特別徴収義務者に係る情報を管理　
　し、折衝記録や各種帳票類の作成・発行を行うことができる新システムを構築することで
適正かつ公正な課税に資するとともに、事務の効率化を図ることを目的とする。

５　業務の概要
（1） 業務の内容
宿泊税の賦課徴収事務に係る各種情報の管理機能を備えたシステムを開発する。
システム導入後、令和８年度中及び令和９年度以降の保守管理については、受託事業者と随意契約を行う予定であるため、保守作業の内容及び費用に係る提案も行うこと。

（2） 利用者の特定
利用者：システムの利用者は業務に従事する本村職員１名程度。
利用時間：原則、平日午前８時３０分から午後５時１５分まで。
　　　　　ただし、緊急を要する場合等においては、これら時間外に利用する場合　
　　　　　も想定される。
利用場所：占冠村総務課（北海道勇払郡占冠村中央　占冠村役場1階）

（3） 対象業務
業務において予定される事務は次のとおりとする。
　　ア　宿泊税の賦課事務
(1) 特別徴収義務者及び施設情報（３０件程度）の登録・更新及び管理
(2) 賦課情報の登録及び管理（北海道宿泊税分を含む）
(3) 合算申告納入承認の登録
　　イ　宿泊税の収納事務
(1) 収納情報の消込及び管理（北海道宿泊税分を含む）
(2) eLTAX（エルタックス）から出力したCSVデータの取り込み
(3) 督促及び催告
(4) 収納金に係る統計データの作成
　　ウ　その他
(1) 申告指導等の対応記録の登録
(2) 特別徴収義務者及び施設情報のメモ機能への登録

６　稼働時期
　　令和８年１２月（予定）

７　システムの要件
（１） 機能要件
　　　 別途示す機能要件を踏まえたものとし、本村と協議の上で構築する事。
（２） 画面要件
　　　システムの画面は次の要件を踏まえたものとすること。
　　　ア　各作業項目が画面タイトルとして表示されること。
　　　イ　画面タイトル、各処理ボタンはスクロールに依存せず、常に表示されていることが望ましい。
　　　ウ　画面フォントは視認性に配慮し、１２ポイントを基本とする。
（３） 帳票要件
　　　 別途示す帳票要件を踏まえたものとすること。
（4） バックアップ要件
障害発生時に本システムの運用について問題ない状態まで戻せるよう、バックアップを取得する設定を実施すること。
（5） プログラム要件
システムは「ノーコード」ではないこと。
（6） ネットワーク要件
本村とデータセンターを接続する回線は、情報漏洩を防止するため、インターネット回線の利用を禁じ、専用回線等による安全な接続とすること。
操作端末及びプリンタは各１台とし、受注者が調達するものとする。設置場所は占冠村総務課内の税務担当執務室とする。

８　情報セキュリティ要件
　　システム構築に当たっては、占冠村情報セキュリティ基本方針を踏まえ、本村が要求するセキュリティを満たすとともに、以下の対策を講じること。
（１） アクセス制御
　　ア　ユーザー認証
　　　システムを利用する職員について、ユーザーごとにIDを発行し、ユーザーID及びパスワードによる認証を行うこと。
　　イ　権限制御
　　　ユーザの担当する業務及び役割等によって、ユーザごとにアクセス権限が設定でき、ユーザのアクセス権限に応じ、利用可能なシステムの機能、アクセス可能なデータの範囲、実施できるデータの操作等を制御する機能を有すること。なお、アクセス権限は「システム管理者」、「担当者」などの担当者が設定でき、「閲覧のみ可能」又は「入力（修正）可能」などの制御を想定しているが、詳細については、受託者と協議の上、決定することとする。
　　ウ　パスワード管理
(1)  パスワードは、英字（大文字・小文字）、数字、記号を組み合わせた8文字以上の文字列とし、いずれかの文字種を含まない文字列や8文字未満の文字列はパスワードに設定できないこと。
(2) パスワードを不正利用されないよう、ハッシュ化の技術を用いて保管するなど、適切に管理できること。
　　エ　不正ログインの防止
　　　同一ユーザ　IDによるログイン試行が5回失敗した場合は、当該ユーザ　IDのアカウントロックが掛かること。なお、アカウントロックはシステム管理者が解除できることとする。
（２） 情報資産の管理に当たって、次の点に留意すること。
　　ア　村から貸与された情報資産がある場合はその情報資産を業務目的以外で使用しないこと。
（3） 業務の円滑な実施及び緊急時の迅速な対応を図るため情報資産に関する担当者を定め、届け出ること。

９　システム拡張等の要件
（１）性能の拡張性
　　　将来的にシステムで取り扱うデータ量が増加した場合であっても、システムの拡張が容易となるよう設計すること。
（２）機能の拡張性
　　ア　将来的な制度改正等に対応するため、必要となる機能を容易に追加等できること。
　　イ　組織及び事務分掌の変更等により生じる事務分担の変更について、容易に対応可能なシステムとすること。
　　　なお、組織名称等の簡易な変更については、コストを要せず、迅速に対応可能なこと。
（３） 上位互換性
　　　システムで使用するOSやソフトウェアのバージョンアップがあった場合でも、その影響が小さくなるよう設計すること。
（４） システム中立性
　　ア　特定の技術や製品に依存せず、継続的に安定した品質保証が受けられるオープンかつ標準的な技術を採用すること。システムの運用保守においても、特定の事業者に依存することなく、他事業者でも変更及び引継ぎが可能であること。
　　イ　システム更改時において、円滑にデータ移行ができるよう、システムで管理するデータを汎用的なデータ形式で出力できるようにすること。

１０　実施体制等の要件
　（１）　本業務の実施に係る業務処理責任者のほか、実施体制を明らかにするため、実施体制図を提出すること。
　（２）　本業務に係る業務処理責任者及び実施体制に基づく担当者については任意の様式による業務経歴書及び誓約書（業務上知り得た占冠村に係る情報を第三者に漏らさないことを確認するもの。）を占冠村に提出すること。
　（３） （１）及び（２）については、履行期間中に業務処理責任者及び担当者を変更したときもまた同様とする。

１１　成果品
　（１）　納品期限
　　　　　令和８年１２月１８日
ア　納入成果物 
成果物の納入とその時期   本業務の成果物及び納入時期は以下のとおりである。
	成果物
	内  容
	納入時期

	実施計画書
	業務の目的、実施体制、実施内容、スケジュール、管理方法等を実施計画としてまとめたもの
	業務の開始前

	工程表
	業務で実施する必要のある作業を細分化したもの。作業項目の明確化とともに、スケジュール管理、工数の割出しを行うため、作業項目にスケジュール及び工数を併せて記載する。
	業務の開始前

	要件定義書
	仕様書等の要求項目を実現するために、システムに要求される内容を整理し、技術的観点からまとめたもの
	基本設計書の作成前

	基本設計書（外部設計書）
	要件定義書に記載された内容を実現するために、実装すべき機能、画面や帳票などの操作や入出力に関する事項、生成及び保管されるデータの内容など基礎的な事項をまとめたもの
	詳細設計書作成前

	詳細設計書（内部設計書）
	基本設計書で定めた内容を実現するためのプログラムやシステムを具体的に定めたもの。機能別の設計書や内部のプログラムの仕様など技術的な事項をまとめる。
	開発前

	テスト計画書
	開発したシステムの品質を検査するために実施する試験の内容について定義したもの
	テスト実施前

	テスト結果報告書
	テスト計画書に基づき実施したテストの結果をまとめたもの
	テスト終了後

	移行結果報告書
	移行計画書に基づき実施した移行作業の結果をまとめたもの
	移行後

	ソフトウェア一式
	仕様書に基づき開発したソフトウェア一式
	納品時

	操作手順書及び運用手順書
	システムの操作方法（一般利用者及びシステム管理者用）や運用方法とまとめたもの
	納品時

	障害対応マニュアル
	障害時における復旧手順等についてまとめたもの
	納品時

	完成図書
	上記の成果物で最終確定したもの
	検収後


   ※ 本村との協議の結果、本村が承認したものについては省略することを可能とする。 
また、パッケージシステムを導入する場合は、要件定義書、基本設計書、詳細設計書、テスト計画書及びテスト結果報告書について、本村独自のカスタマイズ部分のみとするが、パッケージ内容についても必要に応じて説明を行うこと。

　（２） 納品方法
成果品は、動作する状態にし、成果品に係る文書を用紙に出力したもの１部を加え、当該成果品の電子データも併せて納品すること。

１２　実施計画書の提出
　　　占冠村と協議の上、本業務に係る実施計画書を作成し、提出すること。


１３　報告義務
本業務に係る進捗及び業務の実績については、報告を行うこと。なお、情報セキュリティインシデントの発生等については、緊急を要するものとして速やかに報告を行うこと。
　　　業務が完了したときには完了届を提出すること。

１４　情報セキュリティの確保と法令等の遵守
本業務の履行に際し、関係する法令等を遵守するとともに、情報セキュリティの確保と個人情報の保護を目的として、不正アクセス対策、コンピュータウイルス対策、個人情報漏洩対策に関し、十分な措置を講じること。

１５　その他
　　　本仕様書に明示されていない事項については、適宜協議を行うものとする。

１６　機能要件
　（１）メニュー
[bookmark: _Hlk226118837]　（２）経営申告
　　　　・経営申告受付一覧
　　　　・経営申告詳細（新規・変更）（事業者台帳更新）
　　　　・経営申告ｅＬＴＡＸデータインポート
・特別徴収義務者申請受理通知書
　　　　・特別徴収義務者指定通知書
　（３）実質的経営者申立
　　　　・事業者一覧
　　　　・事業者詳細入力（新規・変更）（事業者台帳更新）
　（４）納税管理人申請
　　　　・納税管理人受付一覧
　　　　・納税管理人申請入力（選任免除・承認申請・申告処理）
・納税管理人（承認・不承認）通知書
・納税管理人選任免除（認定・不認定）通知書
　（５）合算申告納入承認申請
　　　　・合算申告申請一覧
　　　　・合算申告申請入力（新規登録・変更・承認不承認設定）
　　　　・合算申告納入承認通知書
・合算申告適用確認表
　　　　・合算申告eLTAXデータインポート
　（６）納入申告
　　　　・納入申告一覧
　　　　・納入申告入力（新規登録・変更・内容審査結果設定）
　　　　・更生申告入力（更生理由・修正内容設定）
　　　　・宿泊税更生請求書
　　　　・宿泊税更生（決定）通知書
　　　　・納税申告eLTAXデータインポート
　（７）更生
　　　　・更生決定一覧
　　　　・更生申告入力（更生理由・修正内容設定）
　　　　・宿泊税更生請求書
　　　　・宿泊税更生（決定）通知書
　　　　・加算金決定対象者リスト
　　　　・更生決定対象者リスト
　（８）納付消込
　　　　・納付状況一覧
　　　　・過誤納一覧表
　　　　・納付状況入力（新規登録・変更・消込処理）
　　　　・歳入収納データインポート
　　　　・消込エラーリスト
　　　　・消込アンマッチリスト
　　　　・納付eLTAXデータインポート
　　　　・消込エラーリスト
　　　　・消込アンマッチリスト
　（９）督促・催促
　　　　・未納一覧
　　　　・滞納者一覧
　　　　・督促状
　　　　・催告状
　　　　・未収金額明細書
　　　　・督促状発布対象者リスト
　　　　・督促状公示送達対象者リスト
　（１０）還付
　　　　・還付申請一覧
　　　　・還付申請内容入力（新規登録・変更・却下処理）
　　　　・還付加算金計算書
　　　　・還付充当決算書
　　　　・徴収不能額等の還付又は納入義務の免除決定通知書
　（１１）免除
　　　　・免除申請一覧
　　　　・免除申請内容入力（新規登録・変更・減免処理）
・徴収不能額等の還付又は納入義務の免除決定通知書
　（１２）変更・休止・廃止
　　　　・変更休止廃止届出一覧
　　　　・変更休止廃止内容入力（新規登録・変更・休止・廃止・再開処理）
　（１３）警告・指導
　　　　・警告対象一覧
　　　　・警告文発布対象者リスト
　　　　・宿泊税申告納入に係る警告
　　　　・未申告対象一覧
　　　　・未申告指導文発布対象者リスト
　　　　・宿泊税納入申告書の提出について
　（１４）申告状況
　　　　・申告状況表
　（１５）課税状況
　　　　・課税状況表（現年）
　　　　・課税状況表（滞繰）
　　　　・課税状況内訳（現年）
　　　　・課税状況内訳（滞繰）
　（１６）収納状況
　　　　・収納状況表（現年）
　　　　・収納状況表（滞納）
　　　　・収納状況内訳（現年）
　　　　・収納状況内訳（滞納）
　（１７）統計
　　　　・現年決算集計表
　　　　・滞納決算集計表
　　　　・不納欠損額集計表（現年）
　　　　・不納欠損額集計表（滞繰）
　　　　・不納欠損額内訳
　　　　・事務交付金集計表

（１８）その他機能要件
	№
	機　能
	要　　　件

	1
	メンテナンス
	ユーザの認証ができること。
	操作できる職員を登録できること。

	
	
	パスワード管理ができること。
	システムへのログイン時のパスワード設定や変更設定ができること。

	
	
	バックアップ復元機能
	年月日を指定して、情報を復元できること。

	2
	警告文
	警告文の発付対象者について，リストの作成・出力ができること。
	発付対象となる宿泊施設の抽出条件（申告納入期限等）を選択し，「警告文発付対象者リスト」が作成・出力できること。
抽出条件外の対象者についても，任意でリストに追加可能であること。また，任意でリストから削除可能であること。

	
	
	警告文の作成・出力ができること。
	作成・出力の対象について，「警告文発付対象者リスト」内から任意で選択できること。

	
	
	
	宛名情報，指定番号，申告対象月（期限到来済のものすべて）・申告納入期限，宿泊施設の所在地及び名称等を印字できること。

	
	
	
	カラー印刷により印刷できること。（一部赤字印刷）

	
	
	発付記録が自動登録されること。
	警告文を発付した記録が，「対応記録」画面にて自動登録されること。

	3
	加算金
	加算金の決定対象者について，リストの作成・出力ができること。
	「期限後申告データ」及び「最終納入日」（別途入力データ）を基に，加算金の不適用を判定し，決定対象者について「加算金対象者リスト」を作成・出力できること。

	
	
	加算金決定通知書・納入書の作成・出力ができること。
	宛名情報，指定番号，対象月・基礎税額，算定率，加算金額，指定納期限等を印字できること。

	4
	更正・決定
	更正・決定に係る差額，加算金額の計算ができること。
	任意で選択した宿泊施設の申告情報と，更正後の税額等の情報（別途入力データ）から，差額やそれに係る加算金等を自動計算できること。

	
	
	更正・決定の対象者について，リストの作成・出力ができること。
	更正・決定対象者の登録を行い，処理月ごとに「更正決定対象者リスト」を作成・出力できること。

	
	
	
	作成・出力の対象について，「更正決定対象者リスト」内から任意で選択できること。

	5
	合算申告
	合算申告の承認を管理できること。
	承認した場合は合算番号を付番できること。

	
	
	
	承認通知書を作成・出力できること。
納入情報について、eLTAX（ｴﾙﾀｯｸｽ）から出力したCSVデータから取込ができること。

	6
	対応記録
	複数の方法により，対応記録を検索できること。
	指定番号，施設名称，特別徴収義務者，電話番号，宛名番号等，複数の検索方法により，検索できること。

	
	
	特別徴収義務者との折衝や調査の経過等を登録・更新できること。
	宿泊施設ごとに，日時，場所，指導した相手の氏名，指導内容等が入力フォームから登録できること。
同一特別徴収義務者に紐づく宿泊施設についても，一度に登録ができること。

	
	
	宿泊施設の基本情報を表示し，登録・更新できること。
	「全件データ」から取り込まれた情報を表示し，その他詳細な情報（電話番号等）は，登録・更新できること。
同一特別徴収義務者に紐づく宿泊施設を表示できること。

	
	
	申告状況の一覧が表示されること。
	宿泊施設ごとの，申告対象月，税額等の一覧が表示されること。

	
	
	文書発付記録が自動登録されること。
	警告文，加算金通知及び更正決定通知等を発付した日付等が，自動的に追加登録されること。

	
	
	対応記録を出力できること。
	出力条件の設定や出力箇所の選択等のうえ，出力できること。

	7
	施設情報登録更新
	宿泊施設の情報を表示し，詳細な情報を登録及び更新できること。
	施設ごとの情報を表示する画面を作成し，当該画面で各施設の詳細情報（電話番号等）が登録及び更新できること。

	
	
	
	登録した施設ごとの詳細情報をＰＤＦで出力できること。

	8
	統計データ
	統計データが出力できること。
	毎月取り込む「全件データ」から申告期限ごとの課税対象施設数や申告施設数を抽出し，申告率並びに宿泊数及び税額が算出できること。

	
	
	
	任意の条件を指定して統計が作成できること。

	9
	各種帳票作成
	帳票を作成するためのデータが出力できること。
	Wordの差し込み印刷機能により各帳票を作成する際に必要となるデータを，毎月取り込む「全件データ」から抽出し，ＣＳＶデータとして出力できること。

	10
	印刷
	納付書を作成できること。
	宿泊施設の各年月の納付書を作成できること。
本村の定める様式の規格に準じること。

	11
	マスタメンテナンス
	係数等コードデータを更新できること。
	係数等コードデータを更新により，算定率の変更，選択肢の内容の変更，アクセス権限の範囲の変更等ができること。



１７　帳票要件
	№
	出力帳票名称
	出力形式

	
	
	ＣＳＶ
	普通紙
	サイズ

	１
	宿泊税特別徴収義務者指定通知書
	○
	○
	Ａ４縦

	２
	宿泊税特別徴収義務者申請受理通知書
	○
	○
	Ａ４縦

	３
	宿泊税納税管理人承認・不承認通知書
	○
	○
	Ａ４縦

	４
	宿泊税納税管理人選任免除認定・不認定通知書
	○
	○
	Ａ４縦

	５
	宿泊税納入書
	○
	○
	Ａ４縦

	６
	宿泊税合算申告納入承認通知書
	○
	○
	Ａ４縦

	７
	宿泊税更正請求書
	○
	○
	Ａ４縦

	８
	宿泊税更正決定通知書
	○
	○
	Ａ４縦

	９
	徴収不能額等の還付又は納入義務の免除決定通知書
	○
	○
	Ａ４縦

	10
	合算申告適用確認表
	○
	○
	Ａ４縦

	11
	加算金決定対象者リスト
	○
	○
	Ａ４縦

	12
	更生決定対象者リスト
	○
	○
	Ａ４縦

	13
	納付状況一覧
	○
	○
	Ａ４縦

	14
	過誤納一覧表
	○
	○
	Ａ４縦

	15
	未納一覧
	○
	○
	Ａ４縦

	16
	滞納者一覧
	○
	○
	Ａ４縦

	17
	未申告対象一覧
	○
	○
	Ａ４縦

	18
	未申告指導文発布対象者リスト
	○
	○
	Ａ４縦

	19
	警告対象一覧
	○
	○
	Ａ４縦

	20
	警告文発布対象者リスト
	○
	○
	Ａ４縦

	21
	督促状発布対象者リスト
	○
	○
	Ａ４縦

	22
	督促状公示送達対象者リスト
	○
	○
	Ａ４縦

	23
	督促状
	○
	○
	Ａ４縦

	24
	催告状
	○
	○
	Ａ４縦

	[bookmark: _Hlk226121707]25
	未収金額明細書
	○
	○
	Ａ４縦

	26
	還付加算金計算書
	○
	○
	Ａ４縦

	27
	還付充当決算書
	○
	○
	Ａ４縦

	28
	還付申請一覧
	○
	○
	Ａ４縦

	29
	免除申請一覧
	○
	○
	Ａ４縦

	30
	変更休止廃止届出一覧
	○
	○
	Ａ４縦

	31
	宿泊税申告納入に係る警告
	○
	○
	Ａ４縦

	32
	宿泊税納入申告書の提出について
	○
	○
	Ａ４縦

	33
	申告状況表
	○
	－
	－

	34
	課税状況表（現年）（滞繰）
	○
	○
	Ａ４縦

	35
	課税状況内訳（現年）（滞繰）
	○
	○
	Ａ４縦

	36
	収納状況表（現年）（滞納）
	○
	○
	Ａ４縦

	37
	収納状況内訳（現年）（滞納）
	○
	○
	Ａ４縦

	38
	(現年)(滞納)決算集計表
	○
	○
	Ａ４縦

	39
	不納欠損額集計表（現年）（滞繰）
	○
	○
	Ａ４縦

	40
	不納欠損額内訳
	○
	○
	Ａ４縦

	41
	事務交付金集計表
	○
	－
	－
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